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Ⅰ　問題意識

1970年代の初めに 1 ％台であった失業率は二
度の石油危機を経て 2 ％台へ上昇するものの依
然として低い水準を維持していた。しかしバブ
ル経済が崩壊した1990年代前半以降，長期不況
のあおりをうけて急速に上昇し，その結果，失
業率は2002年に5.4％と過去最高を記録するこ
ととなった。その後，一旦 4 ％を切る水準へと
低下したが，2007年以降，世界的な金融危機な
どによる経済状態の悪化に伴い，ふたたび
5.0％を超える高水準となっている（図 1 参
照）。こうした失業は労働力配分における非効
率な状況のみならず，近年では犯罪や自殺との
関係も指摘されており，今日の高い失業率は日
本の経済社会において改善すべき喫緊の課題と

なっている 1 ）。
図 1 のように失業率は1980年代まで相対的に

低かったためにそれほど問題視されず，このこ
ろの失業研究は，インフレと失業の関係を示す
フィリップス曲線やUVモデルを利用した構造
的・摩擦的失業と循環的失業との失業率分解の
計測など，主として失業構造の検証が中心で
あった。しかし1990年代に入り，失業率の高ま
りが無視できない状態になると，急速に研究蓄
積が進み，失業率の分解だけでなく，失業率の
地域格差，そして失業率の決定要因に関する研
究などへと広がりを見せている。たとえば大
竹・太田（2002）は，失業率を説明する変数と
して離職率，経営上都合離職割合，高齢者失業
者比率，雇用保険受給比率などを用い，UV曲
線とフィリップス曲線の推計を通じて，1990年
代後半における失業率の急上昇は，需要不足の
影響が大きいものの構造的・摩擦的失業も同時
に増加していること，また雇用保険が求職意欲
を低下させていることなどを明らかにしてい
る。また，勇上（2005）は，都道府県別の失業
率の格差を検討し，失業率の地域間格差に対し
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　　また本研究では多くの指摘を受けたにもかかわらず一部
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の研究の課題とする。なお本研究に含まれる誤りは当然の
ことながら著者の責である。

1 ）失業と犯罪や自殺との関係については澤田・崔・菅野
（2010），大竹・小原（2010）など
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て，年齢（階層），学歴，性別，産業構造の順
に大きな影響を及ぼしていることを明らかにし
た。さらに太田（2005a）は，若年労働市場の
地域特性について新卒求人の少ない県，中小・
零細企業が多い県，そして非正規従業員比率の
高い県で若年失業率が高くなり，需要，企業規
模，雇用形態などが規定要因となっていること
を示している。

これらのほかにも失業の決定要因を明らかに
してきた数多くの先行研究があるが，その多く
はUV分析のように欠員率によって労働需給の
量的要因を一つの変数で取り扱う分析や需要の
量的要因のみを取り扱う研究であった。しかし
近年，少子高齢化の進展だけでなく，50％を超
えた大学進学率が更に上昇することが予測され
るなど，今後の労働力不足が懸念される一方，
女性の社会進出の拡大や定年延長といった労働
供給を解消する施策が相次いで実施されるなど
大きく労働供給が変化しているにも関わらず労
働供給の変化が失業に及ぼす影響に注目した研
究は管見の限り十分とはいえない 2 ）。

このような状況の中でTachibanaki and 
Sakurai（1991）は，女性の労働供給行動，特

に不況期における就業意欲喪失効果と追加的労
働力効果（不況期に家計補助のためパートにで
るなどの供給増加効果）に焦点をあて，それが
失業にどのような影響を及ぼしているかを検討
している。日本の場合，相対的に就業意欲喪失
効果が大きく，この効果によって失業の高まり
が低く抑えられていることを示した。また最近
ではGenda, Teruyama, Ohta, Kambayashi and 
Ishihara（2007）がマクロレベルにおいて高齢
者労働供給の増加と失業の関係を検証してい
る。失業構造の年齢要因分解によって米国では
高齢者の労働供給の変化は失業率を低下させて
いることが見いだせたが，日本ではほとんど失
業率に変化を与えていないことが確認された。
これは高齢者が年金などの問題によってなかな
か労働市場から退出できないために高齢層の失
業率が高止まりすることが影響していると指摘
している。これらの先行研究は，いずれも労働
供給が失業率に影響を及ぼしていることを示し

図 ₁　完全失業率の推移：₁₉₇₃－₂₀₁₀

　　　　 データ出典：総務省統計局『労働力調査』

2 ）ただし本研究にも関係する労働供給行動の変化を検証
した研究は数多くなされている。たとえば樋口・山本

（2002），吉田（2005），黒田・山本（2008），石井・黒澤
（2009）など
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ているといえよう 3 ）。
これら二つの先行研究は本研究の問題意識と

重なるものであるが，Tachibanaki and Sakurai
（1991）は1980年代半ばまで，またGenda, et al.
（2007）はほぼ1990年代までのデータであるた
め，2000年代ないし直近の労働供給の変化を反
映しておらず，近年の労働供給に対する施策の
実施などを考慮すれば，これまで以上に労働供
給が失業に影響を及ぼす可能性は高く，それが
どのような影響なのかを分析する意義は高いと
考えられる。さらに，こうした就業意欲喪失効
果や追加的労働力効果などの労働供給フローを
検討するには通常フローデータを利用する必要
があり，総務省『労働力調査』などを特別に再
集計しなければならない。そのためには個票
データへのアクセスが必要となるが，近年，個
票へのアクセスは容易になりつつあるものの依
然として誰でも利用可能な訳ではない。それゆ
え，本研究では公表された集計データを用いて
フロー変数を検討しようとする試みでもある。
言い換えれば，フローモデルに対するストック
分析アプローチと言えよう。

以上より，本研究では，2000年以降のマクロ
データを利用して労働需要と労働供給の関係が
失業に対してどのような影響を及ぼしているか
を明らかにすることを目的とする。また本研究
は失業と労働供給の一関係の検証結果を提示す
ることを通じて今後の労働力不足やそれに対す
る効果的な取り組みは何かという議論を喚起す
る副次的な目的も含む。

本研究の構成は以下の通りである。次節で
は，本研究で取り扱う労働需要と労働供給の関
係から失業への影響を理論的に考察する。 ₃ 節
では，分析モデルと分析に使用するデータを説
明し，使用データから主要な変数の変化を概観
する。 4 節では，分析モデルの推計結果を示
し，結果の解釈を示す。最後に得られた知見と
研究の課題および展望を述べ，結語とする。

Ⅱ　労働需要，労働供給，失業の関係

一般的に，失業率は下式のように失業者数U
を労働力人口LF で除して計算される。失業者
数は労働需要の大きさに依存し，たとえば景気
が好転し労働需要が増加すると，失業者数は減
少し，失業率も低下するといった負の関係をも
つ。

しかし労働需要の変化に伴う失業への変化はそ
うした直接的な影響に留まらず間接的な効果が存
在する。よく知られる効果としてTachibanaki 
and Sakurai（1991）のみならず多くの研究に
よって議論されている女性の労働供給行動があ
る。労働市場環境が好転し労働需要が増える
と，世帯における主たる家計維持者（主として
男性）の所得増に伴い，これまで家計補助のた
めに働いていた世帯構成員（主として女性）が
非労働力化すること（追加的非労働力効果）が
確認されている 4 ）。また労働需要の増加は労働
市場において就業先を見つけることが容易にな
ることから，これまで非労働力化していた人が
労働力化するという就業意欲効果も存在する。
こうした相反する変化は労働需要が減少する場
合にも起こる。このように労働需要の変化に伴
う労働供給の変化は失業に対してどのような影
響を及ぼすのであろうか。

就業意欲効果のようにこれまで非労働力で
あった人々が労働力化する場合，労働市場では
労働供給曲線の外側シフトが生じる。このとき
労働市場では超過供給によって失業が発生（増
加）する。完全競争市場であれば賃金低下を通
じて労働サービスの需給を一致させるように市
場メカニズムが作動し，最終的に失業は解消さ
れるが，現実の労働市場では賃金の下方硬直性

₃ ）先述した勇上（2005）でも，労働供給と失業率の関係が
見出されており，失業率が高い地域ほど求職意欲喪失効果
が大きいことが指摘されている。

4 ）日本女性の労働供給構造を分析した吉田（2005）におい
て用いられている「追加的労働力効果」という用語を参考
として，この追加的労働力効果の逆の効果であることから

「追加的非労働力効果」と呼ぶことにする。
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など様々な原因によって失業が解消されないま
まとなる。つまり他の事情を一定にすると労働
供給の拡大は失業を増加させ，労働供給と失業
の間には正の関係がある。

以上の議論から労働需要の変化は労働供給フ
ローに変化をもたらし，労働供給ストックを変
化させる。そして最終的に失業に影響を及ぼす
と考えられる。この効果は以下のようにまとめ
られる（図 2 参照）。

こうした労働需要の変化に伴う労働供給を通
じた失業への影響は相反する効果が同時に発生
し，結果的に失業の変化をより強めるのか，そ
れとも抑えるのかは，それぞれの効果の大小関
係に依存し，事前には確定的でない。

ここで労働供給フローと失業の関係をマクロ
の労働供給構造においてみていこう（図 ₃ ）。
まずはストックについて，Uは失業者，Eは就
業者であり，U＋E（＝LF）は労働力となる。

そしてN は非労働力である。次にフローは，
たとえばEU は前期に就業状態だった人が今期
には失業状態となった人数を示す。

このように人々が ₃ つのストック間を移動
し，今期の失業者，就業者，労働力人口（非労
働力人口），さらには失業率が決定される。こ
うした労働供給フローと失業の関係を考慮する
と，前期（－1の添え字）と今期の失業者数の
差を以下のように表すことができる 5 ）。

　　　　　 ⑴

また⑴式はそれぞれ前期の数と移動確率に
よって

　　⑵

と変形できる 6 ）。この⑵式の両辺をE－1＋U－1

で割り，さらに左辺をE＋U，右辺のN－1項を

図 ₃　労働供給構造

₅ ）ここでの労働供給フローと失業の関係は太田（2005b）
の理論展開に依拠している。また，このほかMarston

（1976）やEhrenberg and Smith（2009）による太田と異な
る理論展開もある。

図 ₂　労働供給を経由する二つの効果
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前期の15歳以上人口L－1で処理すると

　　　　　 　　　　⑶

となる。ここで （失業率），

（ g は労働力成長率），l を労働力率と

すると

　　　　　

と整理できる。次に，両辺に前期の労働力率を
掛け，さらに今期と前期の失業率が等しい定常
状態（u = u－1 = u*）を仮定すると，定常状態
における失業率，すなわち自然失業率は各労働
供給フローの移動確率，労働力成長率そして前
期の労働力率の関数として示すことができる。

　　　　　　　　 ⑷

この⑷式を用いて非労働力と労働力間の移動
について，まず就業意欲効果や追加的労働力効
果といった非労働力から労働力への移動は
nu，就業意欲喪失効果や追加的非労働力効果
といった労働力から非労働力への移動はunに
よってとらえられているとみることができる。
また各移動確率は前期の労働力率との積となっ
ており，各移動確率が失業率へ及ぼす影響は前
期の労働力率，つまり労働供給の量的な側面に
依存していることがわかる。ここでnuとunの
偏微分係数を計算し，比較静学を行うと

　　　　　　　　　　 ⑸

　　　　　⑹

ただしG = g + eu + ue + un

となり，非労働力から労働力への移動（nu）
によって失業率は上昇する一方，労働力から非
労働力への移動（un）によって失業率が低下
する効果が示された。この点は先の図 2 での議
論と整合的な結果として表れている。

以上より，前期の労働供給の状況に依存して
労働供給フローの効果は変化するが，労働市場
へのインフロー（非労働力→労働力）とアウト
フロー（労働力→非労働力）のどちらの効果が
大きいかについては実証分析によって明らかに
すべき問題となる。

Ⅲ　分析モデルおよび使用データ

この節では分析モデルと使用データについて
説明する。分析モデルは最初に述べた通り，ス
トック分析を通じて労働供給フローの効果にア
プローチすることを念頭に設定する。まず前節
の理論的考察では，前期の労働供給状態の多寡

（労働力率の大小）が労働需要の変化に伴う労
働供給フローの失業への効果に影響していたこ
とから労働需要と前期の労働供給の交差項を利
用して労働供給状態の違いによる労働需要の効
果を検証する。さらに労働需要増加の場合，労
働市場のインフローは就業意欲効果，アウトフ
ローは追加的非労働力効果であるが，減少の場
合，インフローは追加的労働力効果，アウトフ
ローは就業意欲喪失効果と増減でそれぞれ異な
ることから労働需要が減少する時期をダミー変
数で識別し，それぞれの労働需要要因と交差項
を利用して，どのフローの効果が強いのかを検
証できるようにする。これらの点を踏まえて本
研究では先述した先行研究の勇上（2005）が用
いている線形の失業率関数を応用して以下の推
定モデルを設定する。

₆ ）たとえばeuは就業者から失業者へ移動した人数を前期の
就業者数で除した値であり，これは移動確率と読むことが
できる。
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まず被説明変数uitは，性・年齢階層別の失
業率を利用する。次に説明変数についてLDit 
は労働需要の代理指標として実質GDPを，
LSit－1は 1 期前の労働供給状態を示す指標とし
て 1 期前の性・年齢階層別の労働力率を，Ddit 
は実質GDPが前期比マイナスとなった期を識
別するダミー変数（以下，需要マイナスダミー
変数と呼ぶ）を用いた。またXitは女性ダミー
変数，年齢階層ダミー変数，性・年齢階層別の
製造業就業者比率，トレンド変数を用いて失業
率に影響を及ぼす他の要因をコントロールす
る。さらにα0は定数項，εitは誤差項である。

以上の回帰分析では総務省統計局『労働力調
査』の2002年第 ₃ 四半から2010年第 2 四半期まで
の ₈ 年間，計32期の四半期データを用いる7 ）。な
お使用するデータはすべて中心化移動平均に
よって季節調整を行った。次に，このデータの

年齢階層は20－24歳層から各年代を前半と後半
に分ける10区分とし，性別で各10グループの計
20グループのパネルデータとして取り扱うこと
ができる。それゆえ本研究における失業率関数
の推定方法は，固定効果モデルおよび変量効果
モデルによるパネル分析を行う。

推計を行う前に，実質GDPおよび性別の失
業率， 1 期前の労働力率の推移から分析データ
の変化をみておく 8 ）（図 4 参照）。まず実質
GDPは，2002年 1 月 か ら2008年 2 月 の73か 月
景気が拡大したとする内閣府の景気基準日付に
沿う形で2002年第 ₃ 四半期から2007年第 4 四半
期まで成長している。その後，世界的な金融危
機に伴う景気悪化のために2008年第 2 四半期か
ら ₆ 期連続でマイナス成長となり，経済規模も
－6.7％と大きく縮小することとなった。

図 ₄　失業率・実質GDP・ ₁期前の労働力率の推移

₇ ）なお近年，長期失業者が増加傾向にあるが，労働政策研
究・研修機構（2011）によると，2000年代の失業継続期間

（男女計）は概ね 4 か月前後で推移していることが確認でき
る。つまり約 1 四半期前の労働供給状況をベースとして今
期の失業率が決定されていると考えられ，本研究で用いる
四半期データの妥当性を高めているといえよう。

₈ ）その他の変数の記述統計量は巻末の付表 1 を参照。
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次に男性の失業率をみると，2002年の5.6％
という高い失業率は景気拡張と歩調を合わせて
改善し，2007年第 ₃ 四半期には3.9％まで低下
した。その後，景気の急激な悪化をうけ，2009
年第 ₃ 四半期には再び ₅ ％を超え，直近データ
まで高い失業率の状態が続いている。また女性
の失業率は，基本的な推移は男性と同様である
が，特徴として数値が男性よりも低く，また直
近の動きなどをみると実質GDPとの連動性は
男性よりも高いことが示唆される 9 ）。また 1 期
前の労働力率をみると，男性は2002年第 ₃ 四半
期の74.8％から2010年第 2 四半期には71.7％と
約 ₃ ％低下したが，女性は約48％でほとんど変
化していない。

Ⅳ　分析と考察

推定結果をみる前に，パラメータの有意性と

符号について整理しておこう。まずα1は労働
需要の直接的な失業への効果であることから統
計的有意性に加え，α1 < 0 となることが予想
される。次にα2は労働需要が増加するとき，
労働供給を通じた失業への効果とみなせる。も
しα2が統計的に有意でないならば，労働力率
の大小にかかわらず労働需要が増加する際に生
じる就業意欲効果と追加的非労働力効果に大き
な差異がなく，相殺しあっていると考えられ
る。一方，有意ならば，α2 < ₀ の場合 ，直接
的な失業改善をさらに促す効果があり，追加的
非労働力効果が就業意欲効果の影響を上回ると
考えられる。逆にα2 > 0 の場合，直接的な失
業改善を抑制する効果とみなされ，就業意欲効
果が強く表れる。さらに促進する効果も抑制す
る効果も労働力率が高いほど，その効果が高ま
るものと考えられる。同様にα3は労働需要が
減少するときを考えると，もしα2が統計的に
有意でないならば，就業意欲喪失効果と追加的
労働力効果に大きな差異がないと考えられる。
もし有意ならば，α3 > 0 の場合，直接的な失

表 ₁　失業率関数の推定結果 ₁

注）統計的有意水準は，＊＊ 1 ％，＊ ₅ ％，＋10％である。
Hausman検定（x2（6）＝15.63，Prob＞x2＝0.0159）の結果，固定効果モデルが有意。

₉ ）労働力率を制御変数とした失業率と実質GDPの偏相関
係数を計測したところ，男性は－0.835，女性は－0.888で
あった。
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業悪化をさらに促す効果として追加的労働力効
果が就業意欲喪失効果を上回る。逆にα3 < 0
の場合，直接的な失業悪化を抑制する効果とし
て就業意欲喪失効果が強く表れていると考えら
れる。このときも労働力率が高いほど，その効
果が高まることになる。

では推定結果をみていこう（表 1 参照）。ま
ず，それぞれの分析結果のうちどれを採用する
かについてHausman検定の結果，変量効果モ
デルよりも固定効果モデルが正しいとの結果を
得たことから以下では固定効果モデルの推定結
果を中心に議論する。

まずモデル①の結果によると，パラメータ
α1の符号はマイナスで，かつ統計的有意とな
り，予想通り労働需要は失業率に対して負の効
果をもつことが示された。次にパラメータα2

も統計的に有意となり，さらに符号がマイナス
であった。このことから労働需要が増加すると
き失業率は低下するが，その際，労働供給を通
じた間接的な効果によってさらに失業率が改善
していることが確認できる。さらにこの効果は
労働力率が高いほど，その効果が高まってい
る。次に，パラメータα3は，統計的に有意と
はならなかった。つまり労働供給を経由して失
業へ与える効果は労働需要の減少局面では追加
的労働力効果と就業意欲喪失効果には大きな差
異はないと考えられる。

こうした結果を考察しておこう。労働需要が
増加するとき，失業率が労働供給行動を通じて
さらに改善され，労働力率が高いほど効果が多
いとの結果を得た。これは先述の通り，追加的
非労働力効果が就業意欲効果を上回っているこ
とが影響していると思われるが，その背景には
次のような解釈が可能と考えられる。

まず労働力率が高いとは労働供給がひっ迫し
ている状態と考える。このとき労働需要が増加
すると就業意欲効果を通じて労働供給を増加さ
せる。しかし労働供給がひっ迫状態にあると
き，労働市場に参入する非労働力プールが相対
的に小さい状況にあるため就業意欲効果はそれ
ほど大きくはならないと考えられる。しかし一

方で，労働需要の増加によって既存労働者の所
得が増加し，それに伴い追加的非労働力効果が
生じる。労働供給がひっ迫状態にあるため，既
に労働市場には多くの家計を補助する目的で働
く人が存在しており，労働市場から退出する労
働者が相対的に多く現れると考えられる。その
結果，就業意欲効果を上回る追加的非労働力効
果が生み出され，労働力率が高いほどさらに失
業改善効果が大きくなると考えられる。

こうしたシナリオは労働需要が減少するとき
に就業意欲喪失効果が追加的労働力効果を上回
るものとして議論可能なはずであるが，今回の
分析結果ではそのようにはならなかった。この
点について触れておこう。この点については多
くの解釈が可能であるため，ここでは今後の分
析の方向性としていくつかの解釈を述べるにと
どめる。まず実質GDPの前期比マイナスダ
ミーは2007年後半からの景気後退による労働需
要の悪化のみを捉える変数となっている。この
ことは季節調整の手法についての問題として，
その他の期間における労働需要の微小な減少を
消失させているために労働需要の減少という局
面をうまく反映できていない可能性がある。こ
の点については季節調整の手法を再検討する，
もしくは雇用過不足DIや求人数の変化など労
働需要を反映する別の指標を用いるなどによっ
て再検討が必要である。

また労働需要の減少局面では主として追加的
労働力効果を就業意欲喪失効果が上回る議論も
期待されるが，実際の人々の労働供給行動を検
討すると，1990年代のバブル経済崩壊以降の景
気後退期には就業意欲喪失効果は高まらず，む
しろ低下もしくは横ばい傾向となっていること
が多くの研究によって確認されている10）。これ
は女性の社会進出や主たる家計維持者の恒常的
な所得低下によって失業状態にあっても容易に
労働市場から退出できなくなっているためであ
る。さらにバブル経済崩壊以降の長期不況にお

10）樋口（2001），三谷（2003），太田（2005），照山（2010）
など
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いて若年層の不本意就職者が増加し，その結
果，1990年代の後半に景気後退期にもかかわら
ず若年層離職は増加し，それが若年層の失業率
の高騰を引き起こしている11）。つまり供給フ
ローを経由しない労働需要の減少による直接的
な失業率上昇効果が大きくなっている可能性が
ある。2000年代以降も若年層の就職状況が改善
していないことを考慮すると，この時期，労働
需要の減少局面では労働供給フローを通じた間
接的な効果は相対的に低下しているのかもしれ
ない。こうした点についてはまず女性や若年層
の労働供給行動の変化をより詳細に検証し，そ
の検証結果を元に失業との関係を分析する必要
があろう。

そのほかの結果もみておこう。まず 1 期前の
労働力率（α4）はいずれの分析でも統計的に
有意とならず，労働力率の高さは失業の高さに
つながるわけではない。また労働需要の減少

（α5）は符号がプラスで統計的有意となり，労
働供給を経由しない労働需要の直接的な効果は
需要の増加局面で失業率は低下しやすく，減少
局面で上昇しにくいという点が示唆される。こ
のことは先の労働需要の減少局面で若年層にお
ける直接的な効果が上昇する議論と整合的でな
いように思われるかもしれないが必ずしもそう
ではない。このパラメータα5はあくまでも需
要の増加と減少の間における相対的な効果の差
異を示すものであり，若年層の議論は経年的な
効果の高まりを意味するという違いがある。む
しろトレンド項の結果が後者の議論を反映し，
かつ整合的と言えよう。

Ⅴ　まとめ

本研究は，労働需要，労働供給フローおよび
失業の関係に注目し，そこで労働供給が果たす
役割を中心に2000年以降のマクロデータを利用
して検証してきた。

主要な知見は以下のとおりである。労働力率

が高い状態にあるほど労働需要が増加したと
き，失業率がより改善され，労働供給の違いに
よって労働需要の失業への影響が異なることが
示された。また労働供給の状況を一定としたと
きの労働需要の変化がもたらす失業への影響
は，労働需要が減少するときよりも増加すると
きのほうが失業率に与える効果は大きく，労働
需要の直接的な効果は失業を改善しやすく，し
かし失業を悪化させにくいという非対称性のも
のであった。

最後に本研究に残される多くの課題の一部と
今後の展望について述べる。推定結果の考察よ
り，本研究は次の視点からの再検討が必要であ
る。一つは，季節調整の手法を含めた労働需要
の増減の変化を捉える別の変数による分析，二
つには，女性や若者の労働供給行動が変化して
いることが示唆され，分析サンプルを性・年齢
別に分けて分析を行うことが必要である。次
に，二つ目の視点と関連しているが，本研究で
は失業への影響を考察してきたが，各属性別に
労働需要と労働供給の関係についてのより詳細
な考察は具体的な政策的含意を提示するために
も必要となろう。展望については樋口（1989）
が古くから指摘してきたように，失業という指
標だけで雇用状況を検討することは望ましいの
かという点に対してである。本研究の考察でも
失業は単に就業との裏返しではなく，雇用状況
には非労働力を含めた三角関係が存在すること
が示された。雇用状況をより詳細に把握し，よ
り適切な政策的な含意を得るには失業・就業・
非労働力の包括的な検討が重要となるであろ
う。
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